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令和元年塩尻市議会６月定例会提出案件

Ⅰ 提 出 案 件 数

提 出 案 件 １ ９ 件

条 例 案 件 ４ 件
人 事 案 件 ２ 件
事 件 案 件 ２ 件
予 算 案 件 ２ 件
報 告 案 件 ９ 件

Ⅱ 提出案件の概要

【 条 例 案 件 】

１ 塩尻市税条例の一部を改正する条例
(1) 提案理由

軽自動車税の環境性能割に係る課税の特例を設けることに伴い、

必要な改正をするものです。

(2) 概要

設立の日から５年以内の特定非営利活動法人が三輪以上の軽自動

車を無償で譲り受けた場合に、当該軽自動車に係る軽自動車税の環

境性能割の課税を免除することとするものです。

（税務課）

２ 塩尻市介護保険条例の一部を改正する条例
(1) 提案理由

「介護保険法施行令」の一部が改正（平成３１年３月２９日改

正）されたことに伴い、必要な改正をするものです。

(2) 概要

市民税非課税世帯等に属する第１号被保険者の減額賦課に係る保

険料率を改めるものなどです。

減額賦課前
減額賦課後の保険料率

の保険料率
区 分

現 行 改 正 案

割合
保険料率

割合
保険料率

割合
保険料率

（年額） （年額） （年額）

第１段階 0.450 27,540円 0.400 24,480円 0.350 21,420円

第２段階 0.650 39,780円 0.575 35,190円

第３段階 0.750 45,900円 0.725 44,370円

（長寿課）
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３ 塩尻市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例

(1) 提案理由

「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の一部が改正

（平成３１年３月２９日改正）されたことに伴い、必要な改正をす

るものです。

(2) 概要

ア 卒園児の受け入れを行う連携施設の確保に関する特例を設ける

もの

イ 連携施設の確保に関する規定の適用を猶予する経過措置の期間

を、令和６年度末まで５年延長するもの

４ 塩尻市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例

(1) 提案理由

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」の一部

が改正（平成３１年３月２９日改正）されたことに伴い、必要な改

正をするものです。

(2) 概要

放課後児童支援員の要件に、指定都市の長が行う研修を修了した

者を加えるものなどです。

（以上 こども課）

【人事案件】

１ 監査委員の選任について

委員３人のうち、議会の議員のうちから選任した１人が平成３１年

４月２９日に任期満了となったことに伴い、後任委員を選任するもの

です。

２ 固定資産評価審査委員会委員の選任について

委員３人のうち、１人が令和元年７月１４日に任期満了となること

に伴い、後任委員を選任するものです。

（以上 総務人事課）
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【事件案件】

１ 塩尻中学校大規模改修工事（建築主体工事）請負契約の締結

について

塩尻中学校大規模改修工事のうち建築主体工事に係る請負契約を締

結することについて、「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例」第２条の規定により、議会の議決を求めるもの

です。

（教育総務課）

２ 市道路線の認定について

市道路線の認定について、「道路法」第８条第２項の規定により、

議会の議決を求めるものです。

（建設課）

【予算案件】

１ 令和元年度塩尻市一般会計補正予算（第２号）

２ 令和元年度塩尻市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

（以上 財政課）

【報告案件】

１ 平成３０年度塩尻市繰越明許費繰越計算書について

（財政課）

２ 平成３０年度塩尻市下水道事業会計予算繰越計算書について

（下水道課）

３ 令和元年度塩尻市土地開発公社の経営状況を説明する書類の

提出について

（経営戦略課）

４ 令和元年度一般財団法人塩尻市文化振興事業団の経営状況を

説明する書類の提出について

（社会教育課）

５ 令和元年度一般財団法人塩尻市振興公社の経営状況を説明す

る書類の提出について

（産業政策課）
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６ 令和元年度一般社団法人塩尻市農業公社の経営状況を説明す

る書類の提出について

（農政課）

７ 令和元年度一般財団法人塩尻筑南勤労者福祉サービスセン

ターの経営状況を説明する書類の提出について

（産業政策課）

８ 令和元年度一般社団法人塩尻市森林公社の経営状況を説明す

る書類の提出について

（森林課）

９ 令和元年度一般財団法人塩尻・木曽地域地場産業振興セン

ターの経営状況を説明する書類の提出について

（産業政策課）


